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1 　はじめに

　本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的としている。このため，2006年にはパイ
ロット調査を行い（張育菱ら 2007；張也ら
2007），2007年から，「研究開発についての調査」
（陳ら 2009；李，濱岡 2008，2010a，2011a）と
「製品開発についての調査（馬ら 2008；尤ら
2009；濱岡 2010b，2011b）」を行ってきた。本
稿では2010年11月に行った「研究開発についての
調査」の結果を報告する。同時に行った「製品開
発についての調査」の単純集計結果は，濱岡
（2012）を参照されたい

1 ）
。

2 　調査の概要

1）　調査方法
　本研究では2007年以降，以下のサンプリング方
法で調査を行ってきた。つまり，上場製造業につ
いて，ダイヤモンド社会社職員録より，研究開発
担当部署（研究所などを含む）がある企業を抽出
し，その部署の部長以上の役職者を選ぶ。ただし，
一つの企業に複数の研究関連部署がある場合には，
それらの中から 1名をランダムに選ぶ。本年度も
同様の方法で抽出し，451（名）社に送付した。
　2011年11月にアンケート調査票を送付し，最終
的に136名からの回答が得られたので，回答率は

 1）　2006年のパイロット調査とは，調査票の構成
およびサンプリング方法を変更した。詳細は馬
ら（2008）を参照のこと。
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2008年　「研究開発に関する調査」（RD08）
 （陳ら 2009）　
2009年　「研究開発に関する調査」（RD09）
 （濱岡 2010a）
2010年　「研究開発に関する調査」（RD10）
 （濱岡 2011a）

　回答企業の業種については，「食品」「化学工
業」「医薬品」「自動車，自動車部品」「その他製
造業」などが多くなっている。全体的に分布は類
似しているが，特に化学工業が多くなっている。
ただし，前述のとおり，調査対象企業，対象者が
異なるため，直接的な比較はできない。
　以下では単純集計の比較を行うが，年による業
種の分布の影響を除去するために，昨年度同様，
下記のような補正を行った（濱岡 2011a，b）。つ
まり，業種ダミーおよび回答年度を説明変数とし
て， 5段階尺度などメトリックな質問項目につい
ては回帰分析，選択式（ 0 / 1 ）の設問について
は二項ロジットモデルを適用して分析した。この
ようにして得られた回答年度の係数＝ 0という仮
説が棄却された項目は 5年間で増加もしくは減少
のトレンドがあり，棄却されない場合にはトレン
ドがないことになる

3 ）
。

　本調査では300項目以上を設定したが，このよ
うにして検定した結果，少なくとも10％水準で有

30.2％となった（表 1参照
2 ）
）。

2）　調査項目
　本調査は以下の項目からなる。
・自社についての設問
　Q 1 　業種
　Q17－ Q18　企業全体としての他社と比べた強
みおよび組織文化など

・自社をとりまく環境についての設問
　Q 3 　製品や市場の特徴
　Q 4 　ユーザー企業，消費者の特徴
・研究開発についての設問
　Q 2 ，Q 5 － Q10　研究開発の現状
　Q11－ Q13　研究開発における外部連携，オー
プン・イノベーション

・海外における R&D
　Q14－ Q16

3 　トレンド変化が有意となった項目

1）　回答企業の業種分布（図 1）
　以下では，前年との比較が可能な項目について
は，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の略
号で示す。なお，特に凡例を示していないものは
2011年「研究開発に関する調査」の結果である。
2007年　「研究開発に関する調査」（RD07）
 （李，濱岡 2008）

表 1　各調査の比較

2007年調査 2008年調査 2009年調査 2010年調査 2010年調査

調査時期 2007年11月
－12月20日

2008年11月20日
－12月20日

2009年11月20日
－12月23日

2010年11月10日
－12月10日

2010年11月10日
－12月10日

発送数 450 419 485 434 451
回答者数 122社 132社 127社 134社 136社
回収率  27.1％ 31.5％ 28.2％ 30.9％ 30.2％
注）　調査方法はいずれも郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した。
　　 調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である。実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも
回答者数に含めてある。

 2）　同時期に行っている「製品開発についての調
査」の回答率が低下傾向にある。その原因の一
つとして，調査時期が11月20日からの 1カ月で
あり，年末の多忙な時期に重なることがある。
このため，2010年からは調査時期を 2週間程度
早めることとした。

 3）　線形ではなく曲線や，各年度のダミーを定義
して，説明変数とすることも可能である。しか
し，わずか 5年間のデータであり，サンプル数
もあわせて600程度である。細かい変化を示唆
するような理論的な背景もないため，つまり年
度とともに減少もしくは増加するという線形の
関係を想定した。
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　・研究開発の困難化
　「多くの可能性を試さなければ最終解に至るこ
とが難しい」「研究から実用化までには長い時間
がかかる」のトレンド係数は正。「ユーザーがカ
スタマイズすることが容易な製品である。」の係
数は負で有意であり，研究開発や製品が技術的に
高度になっていることがわかる。

　・ 自社の研究開発の縮小とパフォーマンスの低
下

　自社の「研究開発の 5年前との比較」について
は，いずれも係数は負で有意であり，「社内，外
部支出研究開発費」「研究開発要員の数」「重点，
重要テーマの数」など研究開発への投入，さらに
成果である「技術面で成功したテーマの割合」
「製品化，市場投入に結びついたテーマの割合」
ともに減少傾向にある。前述のように，「多くの
可能性を試さなければ最終解に至ることが難し
い」が高まっており，費用や人員が減少していく
中で，多様な可能性を試す必要が高まっているが，
せっかく投入したものも成果にはつながりにくく

意となったのは表 2で＋もしくは－の符号がある
33項目である。 5年間とも回答していただいた企
業は 2社， 4年間は 4社であり回答企業は毎年入
れ替わっているが，このように安定した結果が得
られたことは，単純集計に示すような傾向が日本
企業に共通する傾向であることを示唆している

4 ）
。

　表 2には，このようにして推定したトレンド係
数の符号と有意水準を示した。「＋＋＋」とある
項目は係数が正で 1％水準で有意であったことを
示す。以下では，トレンド係数が少なくとも10％
水準で有意となった項目に注目して，大まかな傾
向を指摘する。

図 1　回答企業の業種分布
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注）　 以下のグラフでは数字は2011年の値。各年のサンプル数について，特に注がない場合には表 1に示すとおり。

 4）　いずれかの 1年のみ回答頂いたのは213社，
2 年（回）回答して頂いたのは102社， 3 回49
社， 4回15社， 5回ともは 3社である。
　なお，2007‒2010年までの 3年間で同様に分
析した場合は，24項目（濱岡 2010a），2007‒
2011年までの 4年間では41項目（濱岡 2011a）
の係数が有意となった。項目数は異なるもの
の，変化した項目の特徴は本稿での結果と類似
している。
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「12．リサーチフェローなど研究者の地位優遇制
度」が上昇傾向にある。金銭よりも地位や仕事で
報いるという日本型の報酬システム（高橋 1997）
が見直されているのかもしれない。

　・研究開発におけるリーダーの弱体化
　研究開発の組織面では，「研究開発とマーケ
ティングの両方に通じている者が多い。」が低下
傾向にある。これは製品開発についても共通する
傾向である（濱岡 2010a, b, 2011a, b）。Clark and 
Fujimoto（1991）は1980年代の日本の自動車産業
の強みを支えた特徴の一つとして，技術やマーケ
ティングなど広範囲の分野に責任，権限を持ち，
知識も有する重量級プロジェクトリーダーの存在
を指摘した。もちろん業界によって必要なリー
ダーの機能は異なるものの，それが失われている
可能性がある。

　・海外でのR&Dの自律化
　海外で R&Dを行っている企業は全体の 3割程
度であるが，「各拠点の研究員のほとんどは現地
で採用している。」が増加傾向，「各研究開発拠点
のマネジメント方法はほとんど同じである。」が
低下傾向にあることから，現地化が進展している
ことがわかる。

　・自社の技術的な強みの低下
　自社の強みについては，ブランドや流通などに
ついても質問しているが，それらのうち，「技術
環境が変化したとき，柔軟に適応できる」「他社
と比べて新製品の開発スピードは速い。」「他社と
比べて新製品を早く発売する。」など，製品の投
入スピードへの評価が低下傾向にある。ここでも
研究開発などの困難化が窺われる。

　・組織文化の強化
　一方で，「社員のスキルを長期的に育成してい
る。」「社員は貴社の社員であることに誇りを持っ
ている。」は増加傾向にある。内部での育成とい
う点では，これまでどおり行われ評価されている
ものの，外部環境の変化との間で食い違いが生じ
ている可能性がある。

なっていることがわかる。

　・研究開発のオープン化の限界
　近年は，企業内での製品開発だけではなく，
ユーザーからのイノベーション（von Hippel 
1988, 2005），企業外部のサプライヤー，取引先，
大学などからの知識を利用したオープン・イノ
ベーション（Chesbrough 2003），さらには消費
者を巻き込んだ「共進化マーケティング」（濱岡 
2004）など，企業の外部からの知識の導入が重視
されている。実際，Hamaoka（2008, 2012）では，
外部の知識を取り込む inboundオープン・イノ
ベーションの成果と R&D全体の成果には正の相
関があることが示されている。
　外部連携相手として，「 5．顧客」の割合が増
加傾向にある。一方で「 8．親会社」も増加傾向
にある

5 ）
。ただし，「外部の技術を内部の技術と結

びつけることが得意である。」という能力面での
評価，「外部技術の導入によって，研究開発のス
ピードが向上した。」「自社が他社に提供した技術
によって革新的な製品ができるようになった。」
「自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が
市場でも成功している。」などの成果面での評価
も低下傾向にある。オープン・イノベーションが
注目されているが，それとは逆行しているように
みえる。

　・研究（者）のマネジメントの変化
　「 1．技術ロードマップなどを利用した将来計
画の立案」が増加傾向にある。上述のように研究
開発は困難な状況になっており，より効率的に行
おうという意図が読み取れる。「14．売上などに
連動した職務発明への報酬制度」が低下する一方，

 5）　Hamaoka（2009）は2007‒8年のデータを用い
て，inboundおよび outboundオープン・イノ
ベーションの成果の規定要因の関係を分析し
た。大学，顧客，供給業者などとの共同研究の
実施はどちらとも有意な関係がないが，子会社
との共同研究の実施はともに正の相関があっ
た。このことから，Chesbrough（2003）が指
摘するような完全にオープンなイノベーション
ではなく，半オープンなイノベーション（semi-
open innovation）であることを指摘した。
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表 2　 5年間のトレンド係数が有意となった項目

分類 項目 2007 2008 2009 2010 2011 有意水準
製品カテゴリの特徴 多くの可能性を試さなければ最終解に至ることが難しい。 3.3 3.4 3.6 3.6 3.5 ＋＋

研究から実用化までには長い時間がかかる。 3.4 3.3 3.6 3.7 3.6 ＋＋
ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。 2.5 2.4 2.3 2.4 2.2 －－

研究開発の 5年前と
の比較

社内使用研究開発費 3.5 3.5 3.2 3.2 3.3 －－－
外部支出研究開発費 3.5 3.4 3.1 3.1 3.3 －－－
研究開発要員の数 3.4 3.5 3.2 3.1 3.3 －－－
重点，重要テーマの数 3.5 3.4 3.3 3.1 3.3 －－－
技術面で成功したテーマの割合 3.2 3.3 3.1 3.1 3.1 －－
製品化，市場投入に結びついたテーマの割合 3.3 3.3 3.1 3.1 3.1 －－

研究開発
の特徴

社内制度 1．技術ロードマップなどを利用した将来計画の立案 52％ 48％ 51％ 68％ 60％ ＋＋＋
12．リサーチフェローなど研究者の地位優遇制度 11％ 15％ 20％ 14％ 21％ ＋
14．売上などに連動した職務発明への報酬制度 72％ 69％ 63％ 62％ 63％ －

技術戦略 自社でコアとなる技術を開発している 4.0 3.9 4.1 3.9 3.8 －－
自社での製
品開発

3．必要に応じて行うこともある。 9％ 5％ 6％ 8％ 4％ －

組織，プロ
セス

研究開発とマーケティングの両方に通じている者が多い。 2.6 2.7 2.5 2.5 2.5 －－

研究開発
における
外部連携

連携相手 5．顧客 40％ 52％ 50％ 52％ 54％ ＋
8．親会社 7％ 4％ 9％ 7％ 11％ ＋
9．特許，ライセンスなどを購入する 25％ 23％ 35％ 29％ 34％ ＋

評価，特徴 外部の技術を内部の技術と結びつけることが得意である。 3.2 3.3 3.2 3.0 2.9 －－－
外部技術の導入によって，研究開発のスピードが向上した。 3.3 3.4 3.4 3.2 3.2 －－
自社が他社に提供した技術によって革新的な製品ができる
ようになった。 2.8 2.9 2.7 2.7 2.6 －－

自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成
功している。 2.9 2.9 2.8 2.7 2.7 －－－

海外での
R&D

海外事業の
展開先

3．ドイツ 14％ 15％ 23％ 22％ 31％ ＋

海外におけ
る研究開発
の特徴

各拠点の研究員のほとんどは現地で採用している。 3.0 3.4 3.4 3.4 3.4 ＋
各研究開発拠点のマネジメント方法はほとんど同じである。 3.0 3.0 2.7 3.0 2.7 －
研究者や技術者の行動は各拠点によって全く異なっている。 3.2 3.3 3.5 3.1 3.0 －
拠点間で知識や情報が共有されている。 3.1 3.0 3.0 3.3 3.3 ＋＋＋

自社の強み 技術環境が変化したとき，柔軟に適応できる 3.3 3.3 3.3 3.1 3.2 －－
他社と比べて新製品の開発スピードは速い。 3.1 3.1 2.9 2.9 2.9 －－
他社と比べて新製品を早く発売する。 3.0 3.1 2.9 2.8 2.8 －－－
製品，価格，広告など一貫性のあるマーケティングを行っ
ている。 3.0 3.0 2.8 2.7 2.9 －－

自社の組織文化 社員のスキルを長期的に育成している。 3.4 3.5 3.5 3.5 3.6 ＋＋
社員は貴社の社員であることに誇りを持っている。 3.6 3.7 3.7 3.7 3.8 ＋＋

注）　数値は平均値（ 5段階尺度）もしくは回答率（○をつけた企業の割合）。
　　 有意水準については，2007‒2011年の 5年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果である。
＋＋＋ :係数は正で 1％水準で有意　＋＋： 5％水準で有意　＋：10％水準で有意
－－－ :係数は負で 1％水準で有意　－－： 5％水準で有意　－：10％水準で有意
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て新製品を早く発売する。」など，製品の投入ス
ピードや「他社と比べて革新的な機能，性能をも
つ製品が多い。」「他社と比べて新製品の成功率は
高い。」など投入した新製品の成果についても低
下傾向にある。

　（ 2）　自社の組織文化（図 3）
　自社の組織文化に関する質問項目において，最
も評価が高いのは，「経営の方向性をトップが明
確に示している。」「貴社は顧客や取引先から信頼
されている。」「貴社は顧客や取引先からも公正な
企業だと評価されている。」である。一方，「製品，
価格，広告など一貫性のあるマーケティングを
行っている。」への評価は低下している。後述す
る研究開発の特徴についても，「研究開発とマー
ケティングの両方に通じている者が多い。」は低
下傾向にある（図11a）。個人レベルだけでなく，
組織レベルでも一貫性のあるマーケティングが行
われにくくなっている可能性がある。

4　結果の概要

　以下ではこれらの回答について単純集計の結果
を紹介する。前述のようにしてトレンド変数が有
意となった項目については（＊）のようにグラフ
中に表示してある。

1）　 企業全体としての他社と比べた強み，組織
文化など

　（ 1）　自社の強み（図 2）
　自社の強みに関して，最も高く評価されている
のは「他社と比べて製品の品質，機能は高い。」
「他社にはない革新的な技術を持っている。」「他
社と比べると顧客満足度は高い。」である。ただ
し，前述のように，「技術や研究開発で市場を
リードしている。」「他社にはない革新的な技術を
持っている。」などの技術面，さらに「技術環境
が変化したとき，柔軟に適応できる。」「他社と比
べて新製品の開発スピードは速い。」「他社と比べ

図 2　自社の強み
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「研究者，技術者の移動が激しい。」「ベンチャー
キャピタルを活用しやすい。」「その分野をリード
している大学がある。」などは，いずれも低く
なっている。オープン・イノベーションの環境は
米国ほど整っていないことがわかる。

　（ 2）　ユーザー企業，消費者の特徴（図 5）
　von Hippel（1988）は産業財，科学計測機器に
おけるイノベーションの源泉を調査し，ユーザー
企業がイノベーションの源泉となることがあるこ
とを示した。その後，von Hippel（2005）では，
ソフトウェアやスポーツ用品などの領域でもユー
ザーがイノベーションの源泉となることを示して
いる。これを踏まえて，ユーザーについての項目
も設定した。「優れた知識を持つユーザーが多
い。」「少数だが，極めて先進的なニーズをもつ
ユーザーがいる。」などの平均値は高く，リード
ユーザーが認知存在することがわかる。一方，
「ユーザーからの新しい技術，製品についての提
案が多い。」と比べて「ユーザーが実際に新しい
技術，製品を実現することがある。」は低くなっ

2）　企業をとりまく環境についての設問
　（ 1）　製品，市場の特徴（図 4）
　製品や市場の特徴については，「強力な競争相
手がいる。」「技術面での競争が激しい。」などの
競争の他，「売上や利益を確保するには新製品の
投入が必要である。」も高くなっており，新製品
を連続して投入することによって差別化を図ろう
としていることが窺われる。
　製品の特徴については，「部品や素材だけでな
く，生産などのノウハウが重要である。」が高く
なっており，生産プロセスが重要な企業が多いこ
とがわかる。一方，「模倣や迂回特許などが容易
な製品，プロセスである。」も平均値は 3程度と
高くはないものの増加傾向にあり，技術が重要と
はいえ，その優位性を保持することが困難となり
つつある。
　Chesbrough （2003）は，大学，ベンチャー企
業，ベンチャーキャピタルなど，利用可能な外部
資源が豊富になってきたことから，これらを利用
する「オープン・イノベーション」が有効である
と指摘している。しかし，ここでの回答をみると，

図 3　自社の組織文化
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図 5　ユーザー企業，消費者の特徴
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図 4　製品，市場の特徴
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　最も平均値が高いのは，「自社でコアとなる技
術を開発している。」であり，増加傾向にある。
「一つのコア技術を複数の製品，市場に展開す
る。」も平均値は比較的高いことから，研究開発
が厳しくなる中で，絞り込んだ開発が行われよう
としていることがわかる。
　Chesbrough（2006）は，オープン・イノベー
ションを次のように定義している。
　“Open Innovation is the use of purposive inflows 
and outflows of knowledge to accelerate internal 
innovation, and extend external use of innovation, 
respectively.”
　つまり，外部の知識を取り入れるだけでなく，
自社の技術を外部に提供することも重視している。
「特許を取得することに積極的である（反対の極
は，特許による情報公開は行わず技術のブラック
ボックス化。）」は高い一方，「特許などによるラ
イセンス収入を重視している（同，特許は防御や
クロスライセンス重視。）」は低くなっており，外
部に自社の技術を提供するという outboundな

ており，ユーザーによるイノベーションはさほど
生じていないことがわかる。
　von Hippel and Katz（2002）は，ユーザー・イ
ノベーションを促進するためにツールキットを提
供することが重要であると指摘した。「ユーザー
がカスタマイズすることが容易な製品である。」
「ユーザーが開発したり，カスタマイズするため
の情報やツールは簡単に入手できる。」はともに
平均値が低くなっており，ツールの提供はあまり
行われていないことがわかる。これは先にみたよ
うに，生産プロセスが重要な企業が多いことにも
よると考えられる。

3）　研究開発の現状
　（ 1）　研究開発の特徴（図 6）
　ここでは，「 5 :自社でコアとなる技術を開発し
ている」～「 1 :他社の技術，部品，素材を調達，
組み合わせる」のように，一対の言葉を対置させ
るセマンティック・ディファレンシャル尺度で回
答してもらった。図 6ではその一方のみを示した。

図 6　研究開発の特徴
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　それが可能となるのは，各部門の交流や情報共
有が前提となるが，「社内の異なる研究領域の共
同研究が積極的に行われている。（同，社内の異
なる研究領域ごとに研究開発が行われる）」の評
価は低くなっており，研究開発に限定すると，異
なるテーマ間での交流があまり行われていないこ
とがわかる。
　「複数の製品で共通に使えるプラットフォーム
を開発する。」は低くなっていることから，自社
で開発したコア技術を個別の製品ごとに展開して
いることが窺われる。例えば延岡（1996）は自動
車業界について，共通のプラットフォーム＝車台
が新製品の機能を特徴づけることを指摘し，それ
をマネジメントする能力の重要性を指摘している
が，本調査の回答業種ではプラットフォームへの
展開は困難なようである。

　（ 2）　 年間の開発件数および成功の件数（図 7）
　年間の研究開発テーマを回答してもらった。平
均76.3件が行われているが，製品化したのはわず

オープン・イノベーションはまだまだ行われてい
ないことがわかる。
　また，「研究開発は個人の能力などに大きく依
存する。（同，研究開発は組織の能力に大きく依
存）。」「技術の動向の見極め，目利きは特定の個
人に依存している（同，技術の動向の見極めのた
めに組織的に対応。）」ともに， 3を超えており，
研究開発の実施や技術の評価は個人に依存する部
分が大きいことがわかる。
　Clark and Fujimoto（1991）は日米欧の自動車
の製品開発プロジェクトを比較し，日本企業では，
複数の部署からなるチームが，製品開発やマーケ
ティング計画，生産計画などを同時並行させ，早
い段階から各種の問題を解決する特徴があること
を指摘している。ここでの回答も，「研究開発の
段階から生産，マーケティングなども視野に入れ
ている。（同，「研究開発の段階と生産，マーケ
ティングなどの段階は分離」）」が高くなっており，
早い段階から開発の後段階までが考慮される傾向
にあることがわかる。

図 7　年間の開発件数および成功の件数
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注）　無回答があるため，サンプル数は項目によって異なる。
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いない。

4）　研究開発の動向 5年前との比較（図 9）
　 5年前と比べて自社の研究開発がどのように変
化したかを回答してもらった（ 5：大幅に増加～
3：変わらない～ 1：大きく減少）。「国内の研
究拠点の数」は変化していないが，「社内使用研
究開発費」「外部支出研究開発費」などの投入だ
けでなく，「技術面で成功したテーマの割合」「製
品化，市場投入に結びついたテーマの割合」とい
うアウトプットも低下傾向にある。

5）　研究開発に関する社内制度（図10）
　「研究開発，技術戦略の策定」「社内での技術交
流会」といった企業レベルでの取り組みは 8割程
度が導入している。「技術ロードマップなどを利
用した将来計画の立案」もこの 5年間で導入が進
んできた。
　研究では一定の自由度を確保することの重要性
が指摘されるが，「自主的な研究テーマの設定」
は高い一方，「社内での起業制度」の導入割合は
低い。研究レベルでは自由度を維持しているが，
ビジネスには結びつかないのかもしれない。
　インセンティブについては，「研究者への年俸
制」「リサーチフェローなど研究者の地位優遇制
度」は低く，「出願特許数などの目標数設定」「売
上などに連動した職務発明への報酬制度」など，
目標とそれに応じた成果配分がなされていること
がわかる。ただし，「売上などに連動した職務発
明への報酬制度」は低下傾向にあるのに対して，
「リサーチフェローなど研究者の地位優遇制度」
は増加傾向にある。金銭よりも地位や仕事で報い
るという日本型の報酬システム（高橋 1997）の
よさが見直されているのかもしれない。
　オープン・イノベーションに関しては，外部の
技術を評価し取り入れることが重要だが，「外部
技術の評価を行う部署」「プロジェクトの定量的
評価」とも低い。上述のように外部との連携は進
んでいるものの，対応のための体制は整っていな
いようである。これは非公式に外部連携が進めら
れていることを示唆する。

か16.0件，市場で成功したのはさらに少ない5.8件
であった。研究開発を製品へと結びつけ，市場で
成功させることの困難さがわかる。

　（ 3）タイプ別の研究開発（図 8 a ～ d）
　研究開発について，総務省「科学技術研究調
査」では，基礎研究，応用研究，開発研究に大別
して研究費を回答させている

6 ）
。このうち，開発研

究については，生産プロセス（工程）についての
研究も含まれているが，Utterback （1994）が示
したように，product innovationと process inno-
vationは異なる段階で生じる。よって，本研究で
は，開発研究については設計および新製品開発に
関するものとし，生産技術の研究開発を別項目と
した。これら， 4種類別の実施状況（自社や外部
でどれくらい行っているのか）を回答してもらっ
た。
　基礎研究は外部との連携が多いが，応用研究は
各部署で行う他，外部と連携して行っている割合
も40％程度ある。製品開発／設計，生産技術など
の開発に関しては， 7割強の企業が各部署で行っ
ている。このように，特別な応用，用途を直接に
考慮することがない基礎研究は大学などの外部と
連携し，生産など自社の能力に依存する部分が大
きいものほど内部の各部署で担当していることが
わかる。この傾向は 5年間では大きくは変化して

 6）　総務省「科学技術研究調査」による定義は以
下の通り（総務省統計局ホームページ　http://
www.stat.go.jp/data/kagaku/2007/index.htm）。

　　・基礎研究
　　 　特別な応用，用途を直接に考慮することな
く，仮説や理論を形成するため，又は現象や
観察可能な事実に関して新しい知識を得るた
めに行われる理論的又は実験的研究をいう。

　　・応用研究
　　 　基礎研究によって発見された知識を利用し
て，特定の目標を定めて実用化の可能性を確
かめる研究や，既に実用化されている方法に
関して，新たな応用方法を探索する研究をい
う。

　　・開発研究
　　 　基礎研究，応用研究及び実際の経験から得
た知識の利用であり，新しい材料，装置，製
品，システム，工程等の導入又は既存のこれ
らのものの改良をねらいとする研究をいう。
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図 8 a　タイプ別の研究開発 （基礎研究）

図 8 b　タイプ別の研究開発（応用研究）
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図 8 c　タイプ別の研究開発（製品開発）
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図 8 d　タイプ別の研究開発 （生産プロセス研究）
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図10　研究開発に関する社内制度

6060

7777

5151

7878

3838

6464

3535
2727

88

4545

5858

2121

6060 6363

0

25

50

75

（
***
）
1．
技
術
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
な
ど
を
利
用
し
た
将
来
計

画
の
立
案

2．
研
究
開
発
，
技
術
戦
略
の
策
定

3．
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で
の
情
報
交
換
や
共
有

4．
社
内
で
の
技
術
交
流
会

5．
研
究
分
野
の
異
な
る
領
域
で
の
複
合
テ
ー
マ
の
設
定

6．
自
主
的
な
研
究
テ
ー
マ
の
設
定

7．
研
究
テ
ー
マ
の
社
内
公
募
制
度

8．
人
材
や
配
属
の
社
内
公
募
制
度

9．
社
内
で
の
起
業
制
度

10
．
学
会
発
表
な
ど
学
術
的
見
地
か
ら
の
成
果
評
価

11
．
研
究
者
の
表
彰
制
度

（
*）
12
．
リ
サ
ー
チ
フ
ェ
ロ
ー
な
ど
研
究
者
の
地
位
優
遇

制
度

13
．
出
願
特
許
数
な
ど
の
目
標
数
設
定

（
*）
14
．
売
上
な
ど
に
連
動
し
た
職
務
発
明
へ
の
報
酬
制
度

15
．
研
究
者
へ
の
年
俸
制

16
．
外
部
技
術
の
評
価
を
行
う
部
署

17
．
裁
量
労
働
，
フ
レ
ッ
ク
ス
制

18
．
研
究
者
，
技
術
者
へ
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
な
ど
の

教
育
，
研
修

19
．
研
究
者
，
技
術
者
の
経
営
や
営
業
関
連
部
門
へ
の

配
属
，
出
向

20
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
定
量
的
評
価

21
．
こ
れ
ら
は
導
入
し
て
い
な
い

回
答
率

1111 1212

5555
6565

4747

2121

11

（％） RD07 RD08 RD09 RD10 RD11

図 9　研究開発の動向 5年前との比較
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た。「研究者や技術者による顧客への対応」「大学
や研究機関への研究員の派遣」「自社技術の学会
報告」をはじめとして，人的な交流については多
くの企業が行っていることがわかる。
　しかし，具体的な部署／人員の配置については
「探索するため」も低いが，「提供するため」につ
いては，さらに低くなっている。また，「特許流
通業者」についても，外部技術の探索，自社技術
の提供ともに利用割合は低くなっている。これか
らみても，外部に自社の技術を提供するビジネス
モデルが確立している企業はまだ少ないといえる。
これらの傾向はこの 5年間で変化していない。

3）　研究開発における外部連携への評価（図14）
　研究開発について，外部連携に関する項目を中
心に回答してもらった。外部の知識を取り入れた
り，提供するためには，社内にそれを行う制度が
必要だが，「外部の技術の動向を積極的にスキャ
ンしている。」ものの，「他の企業からの技術的な
提案を受け入れる制度」「外部に自社の技術を積
極的に提供する制度」の導入は遅れていることが
わかる。
　Katz and Allen （1982）は，社外の重要な技術
を無視しがちであるということを Not Invented 
Here（NIH）症候群と呼んでいる。これは外部の
技術を取り込む際の障害となるが，「基礎開発か
ら自社で行うことを重視している。」「他社の技術
には頼らず，自社の技術にこだわる。」ともさほ
どは高くなく，外部技術を取り込むことへの抵抗
が低下していることがわかる。
　Cohen and Levinthal （1990），Tsai （2001）が指
摘するように，外部からの技術があったとしても，
それを解釈し利用する吸収能力 absorptive 
capacityがなければ，自社の技術と結びつけるこ
とはできない。「外部の技術をそのまま取り入れ
ることが得意である。」は低いものの「外部の技
術を内部の技術と結びつけることが得意である。」
は比較的高くなっている。ただし，この項目への
評価は低下傾向にある。
　オープン・イノベーションには外部の技術を導
入する inboundオープン・イノベーションと，自
社の技術を外部に提供する outboundオープン・
イノベーションの 2 種類がある（Chesbrough 

6 ）　 研究開発に関する社内システム（図11a，b）
　研究開発のプロセス，組織，評価などについて
5段階で回答してもらった。「研究者，技術者が
製品化のことまで視野に入れて研究を進めてい
る。」「研究者，技術者が営業担当者や顧客と会う
ことがある。」が高くなっており，研究開発につ
いての設問（図 6）で，「研究開発の段階から生
産，マーケティングなども視野に入れる。」が高
くなっていたことと一致する。ただし，「研究開
発とマーケティングの両方に通じている者が多
い。」の平均値は低く，かつ低下傾向にある。そ
れを担う人材が不足していることがわかる。
　「研究開発の各段階で進捗状況をチェックして
いる。」「成果を評価し，テーマやプロジェクトの
打ち切りも行う。」の評価は高いものの，前問で
「プロジェクトの定量的評価」の導入割合は低く
なっていたことから，定量的な評価が困難である
ことがわかる。評価については「研究開発の成果
を論文の数など学術的見地から評価している。」
は低く，「研究開発の成果を経済的な成果という
見地から評価している。」は高くなっている。ア
カデミックな貢献よりは経済的な貢献を求めてい
ることがわかる。

5　研究開発における外部連携

1）　連携の相手（図12）
　外部と研究開発を行う相手は「国内の大学」
「国公立の研究機関」に続いて「顧客」の割合が
高くなっている。「特許，ライセンスなどを購入
する。」「技術を持った企業をM&Aする。」も一
定の割合の企業が行っていることがわかる。「特
許，ライセンスなどを購入する。」「顧客」だけで
なく「親会社」との連携も増加傾向にある。「子
会社」との連携も 4割程度が行っていることから，
Chesbrough（2003，2006）の「オープン・イノ
ベーション」は市場から知識を調達することを想
定しているが，日本企業では半オープンな相手か
らも知識を調達しようという違いがあるといえる。

2）外部連携のためのしくみ（図13）
　外部への自社の技術の提供，逆に外部からの獲
得のための仕組みの導入について回答してもらっ



三 田 商 学 研 究78

図11b　研究開発に関する社内システム（その 2）
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図11a　研究開発に関する社内システム（その 1）
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図12　研究開発における外部連携の相手
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図13　研究開発における外部連携のための仕組み
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たところ，行っているのは40.0％（55社）が行っ
ていた。以下では，この55社の回答である。なお，
過去 5年間とも海外で R&Dを行っている企業は
40社程度であり，グラフ上では平均値にばらつき
が見られるが統計的に有意に変化した項目は少な
い。

　（ 1）研究開発を行っている国（図15）
　海外での研究開発については，米国，中国，東
南アジアで行われていることがわかる。

　（ 2）海外での研究開発の目的（図16）
　海外での研究目的としては，「自社製品を現地
市場に適合させるため」「研究，技術動向につい
ての情報収集」「市場情報の収集」および「現地
での新製品開発」が比較的高くなっている。「現
地の技術の日本への移転」は研究レベルでは行わ
れていないようである。

and Crowther 2006）。ここまでにみたように，
inboundについての「外部技術の導入によって，
研究開発のスピードが向上した。」「外部の技術を
取り入れて革新的な製品ができるようになった。」
「外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功し
ている。」と比べて，outboundについての「自社
が他社に提供した技術によって革新的な製品がで
きるようになった。」「自社が提供した技術を取り
入れた他社の製品が市場でも成功している。」「自
社の特許などのライセンス収入が増加した。」の
値は低い。自社技術の外部への提供が遅れている
ことが読み取れる。なお，これら項目の多くが低
下傾向にある。オープン・イノベーションは比較
的注目されてきているのと反する結果であるが，
前述のように完全にオープンな外部を利用するの
ではなく，子会社という中間的な主体を活用する
ようになっているのかもしれない。

4）　海外における R&D
　海外で R&Dを行っているかを回答してもらっ

図14　研究開発における外部連携への評価
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図16　海外での開発の研究目的

図15　研究開発を行っている国
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　（ 4）　海外における研究開発の成果（図18）
　さらに成果について，スピード，技術移転，各
拠点レベルでの成果，拠点と日本との相乗効果，
知識の蓄積についての項目を設定した。特許申請
といった具体的な成果についての評価は高くはな
いが，「トップクラスの企業との交流」「トップク
ラスのユーザーとの交流」「日本からの技術移転」
についての評価が高い。

6　まとめと今後の方向性

　本稿では「研究開発についての調査」について
2007年から2011年の変化をまとめ，2011年調査の
結果を概観した。この調査では300項目以上を設
定したが，有意に変化したのは33項目であった。
5年間ともに回答した企業は 3社であったが，こ
のように安定した結果が得られたことは，単純集
計に示すような傾向が日本企業に共通する傾向で
あることを示唆している。
　一方，有意に変化した項目からは，技術的優位
性維持の困難化，研究開発のクローズ化：子会社

　（ 3）海外における研究開発拠点の実態（図17）
　海外の研究開発拠点に関して，国内外の研究拠
点との分担・連携，マネジメント，現地での諸機
能・機関との交流，拠点間での情報共有と情報交
換，成果に関する項目を設定した。サンプル数が
比較的少ないために平均値にはばらつきがみられ
るが，統計的にみて有意ではないので，2011年の
結果に注目する。
　研究分野について，海外拠点間では，「本社が
強みを持った領域」について重複がないように分
担されていることがわかる。マネジメントについ
ては，研究員レベルは現地採用される傾向がある。
トップマネジメントについても現地で採用される
ようになり，現地化が進んでいる。
　日本と海外拠点間での情報交換は比較的行われ
ているが，拠点間での情報交換は，比較的遅れて
いることがわかる。マネジメントの現地化にとも
なって，技術面での各拠点の独立性が高くなって
いるのだろう。

図17　海外における研究開発拠点の実態
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ることがわかる
7 ）
。ただし，技術についての評価は，

比較的高い水準にある。このことは，技術をいか
に市場につなげていくかという点が重要になるこ
とを示唆している。
　本稿では簡単な時系列比較と単純集計の結果を
紹介したが，オープン・イノベーションの成果の
規定要因の分析結果を紹介しておこう。筆者は，

の活用，研究開発におけるリーダーの弱体化，研
究開発の縮小と困難化，研究開発の成果の有効性
の低下，自社の技術的・製品開発における強みの
喪失など，日本企業の研究開発が深刻な状況にあ
ることがわかった。
　このように時系列でみても，また日韓の比較か
らみても，日本企業の研究開発は深刻な状況にあ

図18　海外における研究開発の成果
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い
る
。

各
拠
点
は
，
そ
の
国
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
人
材
を
集

め
て
い
る
。

各
拠
点
で
は
特
許
が
多
く
申
請
さ
れ
て
い
る
。

各
拠
点
で
は
革
新
的
な
技
術
が
開
発
さ
れ
て
い
る
。

各
拠
点
で
は
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
が
向
上
し
て
い
る
。

各
拠
点
は
各
地
域
市
場
で
の
革
新
的
な
製
品
の
開

発
を
可
能
に
し
た
。

各
拠
点
は
各
地
域
市
場
で
の
生
産
能
力
の
向
上

に
寄
与
し
た
。

各
拠
点
を
通
じ
た
日
本
へ
の
技
術
移
転
が
進
ん
だ
。

各
拠
点
を
通
じ
た
日
本
か
ら
の
技
術
移
転
が
進
ん
だ
。

各
拠
点
と
日
本
で
の
研
究
の
相
乗
効
果
が
得
ら
れ
た
。

各
拠
点
と
日
本
で
の
シ
ナ
ジ
ー
に
よ
っ
て
革
新
的
な

製
品
が
開
発
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

各
拠
点
と
日
本
で
の
シ
ナ
ジ
ー
に
よ
っ
て
効
率
的
に

研
究
開
発
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

RD07 RD08 RD09 RD10 RD11

 7）　本調査では上場企業に注目したが，非上場企
業に対して，オープン・イノベーションに特化
した日韓調査も行った（濱岡ら 2011）。それに
よると以下の点が明らかになった。
　（ 1）　研究開発全体について
　日本企業の方が情報源として外部を利用して
いるものの共同研究や技術戦略立案のためのツ
ールの導入，利用は遅れている。
　日本企業の方が R&Dを積極的に行っている
が新製品の成功割合は低い。
　（ 2）　製品開発プロセスについて
　日韓ともにコンカレント型だが，日本はリー
ダーの権限が弱く，韓国ではリーダーの権限が
強い。

　（ 3）　オープン・イノベーションについて
　日韓ともに外部に知識を提供する outbound 
オープン・イノベーションよりも，外部知識を
獲得する inboundオープン・イノベーションが
先行している。
　外部の資源として日韓ともに「顧客」を最も
重視しているが，それに次いで日本企業は『大
学』，韓国は『原材料などの供給業者』『民間の
研究機関』を活用しているという違いがある。
　日本企業の方が情報源としては外部を利用し
ているもののツールの導入，利用は遅れてい
る。
　この結果，韓国企業の方が外部との連携を利
用し，成果を挙げている。↗

↘
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社の戦略」「関係要因」「R&Dのプロセス」「連携
相手」などに分けて仮説を設定し，本稿で紹介し
たデータを用いて分析した（Hamaoka 2012）。
　図19がその結果である。この図で，破線は少な
くとも10％水準で有意だったパス，破線は有意で
はなかったパスを意味する。
　まず「オープン・イノベーション（以下，OI）
のための窓口」「技術能力」は，「inbound OIの

これまで，オープン・イノベーションや R&D全
体のパフォーマンスの規定要因について，探索的
な実証研究をおこなってきた（Hamaoka 2008, 
2009）。それらを踏まえて，「外部の知識を内部に
取り込んで活用する inbound オープン・イノベー
ション（OI）の成果」「内部の知識を外部に提供
する outbound OIの成果」，そして「R&Dの成
果」の規定要因として，「自社の能力，組織」「自

図19　オープン ･イノベーションの成果の規定要因の実証結果
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34
*

0.142
*

0.1
22
*

－0.
031

－0.112

－0.141

－0.001

0.045

0.046

0.025

－0.0
98

－0
.035

0.382 ***

－
0.024

0.
07
6

0.047

Inbound OIの
成果

outbound OIの
成果

リスク志向

吸収能力

コア技術重視
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特許，ライセンス
購入
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重量級リーダー

関係要因

R&Dプロセス
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シェア
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出所）　Hamaoka（2012）より作成。
注）　実線は少なくとも10％水準で有意となったパス。破線は有意とはならなかったパス。
　　 楕円は複数の項目で構成される潜在変数としてモデル化したもの，長方形は一変数をそのまま用いたもの。
5年間で654社が回答したが，ここでの分析は各企業についてもっとも新しい回答に限定した（サンプル数＝
390）。RMSEA＝0.060。

　　 OI：オープン・イノベーションの略。
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